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１．はじめに  琵琶湖における水質改善事業は流入負荷削減対策を中心に実施されているが、そうし

た流入負荷量の削減が琵琶湖の水質に及ぼす影響については充分明らかにされていない。筆者らは、こ

れまで琵琶湖集水域の GIS データベース 1),2)に汚濁物

流出モデルであるマクロモデル 3)を組み込むことで汚

濁物流出管理支援システムを開発してきており、これ

により集水域の特性に応じて変化する琵琶湖への流

入負荷量を予測することが可能となった 4）。本報告は、

こうした流入負荷量データを用いて、琵琶湖内の水質

分布を推定することができる琵琶湖水質分布予測シ

ステムの構築を目的としており、その方法論について

基礎的な検討を試みたものである。 

２．琵琶湖流入負荷量と水質分布の予測方法  図 1

に本システムによる処理フローを示す。対象とする水質

項目は TNと TP であり、計算の時間ステップは日単位で

ある。汚濁物流出管理支援システムによる流入負荷量予

測部では、琵琶湖集水域からの負荷量が流入河川別に算

定される。水質分布予測部では、琵琶湖面を 1kmメッシ

ュに分画したメッシュデータのうち、まず沿岸部に接す

る各メッシュ内の水質が、河口の位置データと流入負荷

量をもとに算定される。各沿岸部メッシュの中は完全混

合と考え、(1)式により負荷量

収支を計算するものとした。

ここで、時刻 iにおいて Ciは

メッシュ内水質濃度(mg/L)、

V はメッシュ容積(m3)、Li は

流入負荷量(kg/d)、および Qi

は流入水量(m3/d)を表す。ま

た、σは汚濁物の減衰係数

(1/d)であり、沈殿や底泥から

の溶出による負荷量の増減を

表す。松梨らは、閉鎖性海域

における水深 Z(m)と水の更

新率 f(1/d)、および表面負荷

Li/A(ton/km2/d)を用いて Vollenweider 型の(2)式で表される負荷量曲線を描くことにより、海域の環境基準類型

ごとの減衰係数を求めている 5)。 
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図 1 琵琶湖水質分布予測システムの

処理フロー 
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図 2 琵琶湖沿岸メッシュにおける負荷量曲線 

（左：TN、右：TP） 
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Ci+1V = CiV + 106Li – (CiV + 106Li ) / (V + Qi)×Qi(1 –σ)    ･･･ (1) 
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Li/A = (Ci+1 – Ci) f z + Ci+1σz + CiQi z / V    ･･･ (2) 

琵琶湖沿岸メッシュにおける更新率と水深の積(f z)および表面積負荷(Li/A)の関係は図2のようになることか

ら、ここでは、これに負荷量曲線が符合するように減衰係数を定めた。こうして算定された沿岸部メッシュ

水質データをもとにして、スプライン補間法 6)を適用することにより琵琶湖内全メッシュの水質が算定さ

れる。水質分布の予測結果はラスター型データとdbf ファイルとして出力され、GIS アプリケーション

を用いて水質分布図の形で表示される。 

３．琵琶湖水質分布の予測精度  琵琶湖内の環境基準点において 1985年に測定された年平均水質を

もとに、スプライン補間法を用いて求めた水質分布を初期値として、本システムにより 1986年から 1998 

年までの 13ヵ年間の汚濁物流出－水質分布シミュレーションを行った。この間に各環境基準点で測定

された年平均水質と本システムによる計算

値の関係を図 3に示す。両者の相関係数や

予測誤差は時間経過とともに徐々に悪くな

る傾向があるものの、水質データのばらつ

きや流入負荷量自体の再現性を考えると概

ねあてはめの良い結果といえる。 

４．汚濁負荷量の算定およびシミュレーシ

ョン  シミュレーション結果のうち、渇

水年である 1994年（年降水量 1254mm）と平

年よりやや降水量の多かった 1998 年（年降水

量 1981mm）について、流入河川流域ごとの

流入負荷量と湖内水質の分布を図 4に示す。

TN では、流入負荷量、湖内水質とも、年降

水量による差はあまりみられない。一方 TP

では、渇水によって流入負荷量が減少するた

め、湖内水質の分布にも大きな差が現れてい

る。 

５．まとめ  琵琶湖内の水質分布を予測

する手法を示すとともに、GIS データおよ

び流入負荷量と湖内水質分布の予測を統合

するシステムのプロトタイプを提案した。

今後、さらに検討を進めることによりシス

テムの改良を図りたいと考えている。 
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図 3 実測値と計算値の関係 

（1986年～1998年／左：TN、右：TP）
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図 4 流入負荷量と湖内水質分布の予測結果 

（左：1994年、右：1998年／上：TN、下：TP）
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